
件費（理論値）②　（千円） 5,776 5,201 5,318

トータルコスト①＋②　（千円） 9,349 8,908 9,134

単位当たりコスト　（円） 139,537 134,970 144,984

目標達成率　（％） 74 78 80

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
法令に基づき実施している事業のため、制度改正は難しい。また、業務フローも明 ２０２０東京大会開催の年であり、市民のスポーツへの
確に定められており、改善の余地は少ない。 関心が高まる一方で、オリンピック・パラリンピック終

了後も継続して、市民スポーツの普及啓発が必要である
。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
毎月の定例会のほか、各事業部会での打ち合わせが増加傾向にあったが、今年度は
委員主催イベントの開催日を活用することで、効率的な会議開催を行ったため委員
の参加率が高まり達成度が上昇した。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130401 スポーツ推進委員会運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法

・東久留米市スポーツ推進委員に関する規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

スポーツ推進委員(市の非常勤公務員)
対象

事業内容 ①定例会(月1回)②専門部会等(年複数回)③研修会④スポーツ･健康推進団体への委員派遣⑤上部組織への負担金

・ ⑥実践活動⑦ニュースポーツデー⑧つな引き大会⑨フィットネスウォーキング⑩市民体力測定

活動手段

目的 自主的なスポーツ活動を行う個人や団体の育成を図るため､研究･協議･連絡調整を図り､実践活動を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

67 66 63

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加率（延べ参加人数/（委員人数×実施回数）） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 65

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 65 65 65

実績値 48 51 52

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,573 3,707 3,816

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,573 3,707 3,816

人



る □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市体育協会の運営に必要な補助金であるため、継続していく事業であると 将来的には自己財源のみで事業実施等ができるよう、独
考える。今後も効率性を図るなど協会独自での運営を目指すように推進していく。 立を目指してもらう必要があるが、現状では自己財源の
業務フローに改善の余地はない。 みで運営できるまでの状況には至っておらず、引き続き

支援が必要である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
東久留米市体育協会は、NPO法人格を取得以降、市との連携のもと、市民スポーツ
の普及啓発に貢献している。また、スポーツ少年団の活動を通じ、市内の子どもた
ちの健全な発育にも寄与している。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130402 体育協会活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・社会教育法　・東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

・スポーツ基本法

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内スポーツ活動団体（体育協会）
対象

事業内容 市内スポーツ活動団体へ活動費補助金を交付する。

・

活動手段

目的 市内スポーツ団体の育成

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 交付件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 体育協会加盟団体数 単位 団体

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 29

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 27 27 27

実績値 27 28 28

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,500 1,500 1,500

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 1,500 1,500 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 1,500

人件費（理論値）②　（千円） 428 434 444

トータルコスト①＋②　（千円） 1,928 1,934 1,944

単位当たりコスト　（円） 1,928,000 1,934,000 1,944,000

目標達成率　（％） 100 104 104

評価

業務フローに改善の余地があ



成率　（％） 105 95 87

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市体育協会に事業委託を行うことで職員数の削減、その他経費の削減がす 都内市町村が主催し、市町村を５つにブロック分けして
でに図られていることからこれ以上の改善は見込めないと考える。 ブロックごとに幹事市を輪番制として運営を行っている

。令和2年度は東久留米市が属する第5ブロックが幹事市
となるため、会場の提供や大会運営スタッフの確保が必
要となる。また、今後もスポーツ振興に資するため、負
担金及び大会参加者への継続した支援が必要となる。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
例年一定水準の参加者を維持している。今後も参加者数の増加に向けて、スポーツ
振興を図る必要がある。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130403 市町村総合体育大会参加支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法・社会教育法・東京都市町村総合体育大会開催基準要項　

・東京都市町村総合体育大会開催基準要項細則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

大会参加者
対象

事業内容 都内市町村で開催する年1回の総合スポーツ大会に対し、負担金･参加費の支出、開会式への出席を実施している

・ 。

活動手段

目的 スポーツに親しめる機会を提供する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施大会数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 140

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 130 140 140

実績値 136 133 122

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 420 440 420

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 420 440 420

人件費（理論値）②　（千円） 428 434 444

トータルコスト①＋②　（千円） 848 874 864

単位当たりコスト　（円） 848,000 874,000 864,000

目標達



①＋②　（千円） 12,329 13,297 12,308

単位当たりコスト　（円） 119,699 129,097 120,667

目標達成率　（％） 100 120%以上 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市体育協会及びスポーツセンター指定管理者に事業委託を行うことで職員 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会　
数の削減、その他経費の削減がすでに図られていることからこれ以上の改善は見込 を契機に、市内のスポーツ振興をより加速させる必要が
めないと考える。 ある。令和２年１月以降、新たな屋外運動施設の利用が

開始される予定であり、今後の活用方法の検討を行う。

効率性 ３ 達成度 ５

説明
各種事業への参加者数は比較的安定している。しかし一方で、スポーツ教室の事業
については種目によって参加者が著しく少ない事業もあり、実施内容の見直しが必
要な事業が発生している。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130404 スポーツ教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法

・社会教育法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

スポーツをやりたいと思っている市民(７歳以上)
対象

事業内容 ①スポーツ振興事業〈市体育協会〉②子供の体力・運動能力向上事業〈東京ドーム〉③オリンピック・パラリン

・ ピック機運醸成事業

活動手段

目的 気軽に参加できる機会が得られ、自主的にスポーツ活動を行い、継続してもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の実施回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

103 103 102

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業への参加率（延べ参加者数/スポーツをやりたいと思っている市民数） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 4

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 3 3 3

実績値 3 4 4

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 10,190 11,130 10,092

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 750

（実績額）」に その他 1,500 1,500 1,500

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 8,690 9,630 7,842

人件費（理論値）②　（千円） 2,139 2,167 2,216

トータルコスト



スト　（円） 685,429 599,500 592,714

目標達成率　（％） 100 120%以上 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 縮小

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市体育協会に事業委託を行うことで職員数の削減、その他経費の削減がす 市民駅伝大会などが毎年の恒例事業として市民に根付い
でに図られていることからこれ以上の改善は見込めないと考える。 ている一方で、平成２８年度より３年間の期間で武蔵村

山市と連携して実施したハンドボールフェスティバルが
終了する。今後は、市のスポーツ大会への参加者を増や
す取り組みを進めると共に、武蔵村山市とのつながりを
活かせる方策の検討が必要である。

効率性 ３ 達成度 ５

説明
スポーツ大会事業の実施について効果的に事業者へ委託して実施することで、経費
削減や事業の効率化を図れている。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130405 スポーツ大会事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法

・社会教育法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

スポーツをやりたいと思っている市民(７歳以上)
対象

事業内容 ①市駅伝大会②中学校スポーツ大会③東久留米市・武蔵村山市ハンドボールフェスティバル④その他

・

活動手段

目的 気軽に参加できる機会が得られ、自主的にスポーツ活動を行い、継続してもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の実施回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

7 12 14

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業への参加率（延べ参加者数/スポーツをやりたいと思っている市民数） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 4

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 3 3 3

実績値 3 4 4

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,942 5,677 7,411

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 1,107

（実績額）」に その他 0 4,916 5,000

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,942 761 1,304

人件費（理論値）②　（千円） 856 1,517 887

トータルコスト①＋②　（千円） 4,798 7,194 8,298

単位当たりコ



6

単位当たりコスト　（円） 156,621 137,245 87,426

目標達成率　（％） 102 93 105

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
借地に設置されている施設が多く、定例的な業務より突発的な業務が主であり、業 屋外運動施設は天候の影響を受けやすく、利用者数が天
務フローに改善の余地はない。 候に左右されてしまう。また、運動施設の多くが老朽化

してきており計画的な修繕が必要になっている。令和２
年には新たな屋外運動施設の利用が年間を通じて行われ
るため、利用者数のさらなる増加が期待される。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
体育施設の開放、維持管理及び貸出業務を体育協会に委託することで経費削減が図
れている。前年度に比べて予予算規模が大きな事業（上の原屋外運動施設実施設計
・滝山散水栓工事）が終了したため、事業費が縮減した。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130406 体育施設管理運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法

・都市公園条例　・東久留米市立市民体育施設条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、近隣住民、市民を中心とした登録団体
対象

事業内容 体育施設（テニスコート、野球場、運動広場）の個人開放、団体貸出を実施している。

・

活動手段

目的 スポーツに親しめる場を提供する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 利用日数 単位 日

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

359 359 359

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 191,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 181,000 181,000 181,000

実績値 183,768 168,759 190,109

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 51,521 44,503 26,511

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 51,521 44,503 26,511

人件費（理論値）②　（千円） 4,706 4,768 4,875

トータルコスト①＋②　（千円） 56,227 49,271 31,38



コスト　（円） 2,076,435 2,256,714 2,896,765

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市体育協会に事業委託を行うことで職員数の削減、その他経費の削減がす 経年劣化による施設修繕が必要な箇所が年々増加し、修
でに図られていることからこれ以上の改善は見込めないと考える。 繕費用も増加してきている為、一層の計画的な施設管理

が必要である。また、令和２年から新たな屋外運動施設
の利用が開始されるため、計画的な維持管理方法を検討
する必要がある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
施設の維持管理は体育協会に委託し実施することで一定程度の経費節減が図られて
いるものの、修繕箇所は年々増加している。修繕必要箇所は工事業者によって修繕
を行っているが、限られた予算の中ではそれぞれの修理費用によって、年間の修理
箇所が限られてしまう。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130407 体育施設維持管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法・都市公園条例

・東久留米市立市民体育施設条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

体育施設（学校スポーツ開放施設、体育協会事務室含む）
対象

事業内容 ・施設の保守点検

・ ・施設の修繕

活動手段

目的 利用者が安全で快適に利用できる施設･設備環境の整備

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 修繕実施件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

23 21 17

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 修繕したことによって、施設整備環境の改善が図られた割合(修繕件数/修繕必要件数) 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 41,597 41,150 42,864

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 41,597 41,150 42,864

人件費（理論値）②　（千円） 6,161 6,241 6,381

トータルコスト①＋②　（千円） 47,758 47,391 49,245

単位当たり



止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
委託による工事の為、改善の余地はない。 運動施設の利用開始に伴い、施設の運営及び維持管理は

それぞれ体育施設管理運営事業並びに体育施設維持管理
事業へ統合される。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和元年１２月２７日を工期末とした屋外運動上の設置工事である。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130408 上の原屋外運動施設整備事業
新規

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・東久留米市立市民体育施設条例

・上の原地区計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

（仮称）上の原屋外運動施設
対象

事業内容 屋外運動施設の新設

・

活動手段

目的 上の原地区計画における土地利用方針に沿って、地域住民の健康増進に資する屋外運動施設の整備を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施施設数 単位 箇所

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

未実施 未実施 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 進捗率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 未設定 未設定 27

実績値 未実施 未実施 27

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 104,235

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 38,555

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 65,680

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 0

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 104,235

単位当たりコスト　（円） － － 104,235,000

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 廃



①＋②　（千円） 130,012 132,923 143,136

単位当たりコスト　（円） 356,197 364,173 396,499

目標達成率　（％） 99 96 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
指定管理者により、民間活力を活用した効率的な運営が行われている。指定の期間 指定管理者制度を導入し、現在の指定管理者により開館
は平成28年度から令和2年度である。 時間の延長、充実した自主事業の実施、市内循環バスの

運営などのサービスが提供されている。しかし、施設整
備プログラムに位置づけられていないため、大・中規模
の施設改修予定がなく、毎年修繕費用を要求しているが
、年々修繕費用が増加し市の財政及び指定管理者の修繕
費用を圧迫しており、また、突発修繕による突然の休館
や一部機能の停止等が発生し、安定した運営に影響が出

効率性 ３ 達成度 ３ ている。

説明
民間事業者のノウハウを生かした施設の運営管理を行ってコストを削減し、市民サ
ービスの向上につながっている。施設整備プログ
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務
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業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130409 スポーツセンター管理運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 04 市民スポーツの振興

所管課係名 生涯学習課　スポーツ振興係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・スポーツ基本法

・東久留米市スポーツセンター条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 ■ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、近隣住民、市民を中心とした登録団体
対象

事業内容 東京ドームグループによる個人開放、団体貸出、各種自主事業（レッスン等）を実施している。

・

活動手段

目的 スポーツに親しめる場を提供する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開館日数 単位 日

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

365 365 361

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 474,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 474,000 474,000 474,000

実績値 468,632 456,573 463,026

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 126,632 129,498 139,634

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 35,000 67,000 67,000

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 91,632 62,498 72,634

人件費（理論値）②　（千円） 3,380 3,425 3,502

トータルコスト


